
資料 

平成２８年第１回臨時市議会議案 

条例新旧対照表 

報告第 ２ 号 専決処分の承認を求めることについて（市税条例等の一部改正） 

        市税条例の一部改正案（第１条関係） ･････････････････････････････････････････  １ 

        市税条例等の一部を改正する条例の一部改正案（第２条関係）･････････････････････  ６ 
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報告第２号 

専決処分の承認を求めることについて（市税条例等の一部改正） 

○市税条例（昭和５６年藤井寺市条例第１号） 新旧対照表 

（第１条関係） 

改正後 改正前 

（災害等による期限の延長） （災害等による期限の延長） 

第７条 市長は、広範囲にわたる災害その他やむを得ない理由により、法又はこの条例

に定める申告、申請、請求その他書類の提出（審査請求に関するものを除く。）又は

納付若しくは納入（以下本条中「申告等」という。）に関する期限までにこれらの行

為をすることができないと認める場合には、地域、期日その他必要な事項を指定して

当該期限を延長するものとする。 

第７条 市長は、広範囲にわたる災害その他やむを得ない理由により、法又はこの条例

に定める申告、申請、請求その他書類の提出（不服申立てに関するものを除く。）又

は納付若しくは納入（以下本条中「申告等」という。）に関する期限までにこれらの

行為をすることができないと認める場合には、地域、期日その他必要な事項を指定し

て当該期限を延長するものとする。 

２～５ （略） ２～５ （略） 

附 則 附 則

（法附則第15条第２項第１号等の条例で定める割合） （法附則第15条第２項第１号等の条例で定める割合） 

第６条の２ （略）  第６条の２ （略）  

２ （略） ２ （略） 

３ 法附則第15条第２項第７号に規定する条例で定める割合は３分の２とする。 ３ 法附則第15条第２項第６号に規定する条例で定める割合は３分の２とする。 

４ （略） ４ （略） 

５ 法附則第15条第33項第１号イに規定する設備について同号に規定する条例で定める

割合は３分の２とする。 

６ 法附則第15条第33項第２号ハに規定する設備について同号に規定する条例で定める

割合は２分の１とする。 
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改正後 改正前 

７ （略） ５ （略） 

８ （略） ６ （略） 

９ （略） ７ （略） 

（熱損失防止改修住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとする者

がすべき申告等） 

（熱損失防止改修住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとする者

がすべき申告等） 

第６条の２の４ 法附則第15条の９第９項の熱損失防止改修住宅又は同条第10項の熱損

失防止改修専有部分について、これらの規定の適用を受けようとする者は、同条第９

項に規定する熱損失防止改修工事が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記

載した申告書に施行規則附則第７条第９項各号に掲げる書類を添付して市長に提出し

なければならない。 

第６条の２の４ 法附則第15条の９第９項の熱損失防止改修住宅又は同条第10項の熱損

失防止改修専有部分について、これらの規定の適用を受けようとする者は、同条第９

項に規定する熱損失防止改修工事が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記

載した申告書に施行規則附則第７条第９項各号に掲げる書類を添付して市長に提出し

なければならない。 

(１)～(４) （略） (１)～(４) （略） 

(５) 熱損失防止改修工事に要した費用及び施行令附則第12条第36項に規定する補助

金等 

(５) 熱損失防止改修工事に要した費用 

(６) （略） (６) （略） 

（宅地等に対して課する平成27年度から平成29年度までの各年度分の都市計画税の特

例） 

（宅地等に対して課する平成27年度から平成29年度までの各年度分の都市計画税の特

例） 

第18条 宅地等に係る平成27年度から平成29年度までの各年度分の都市計画税の額は、

当該宅地等に係る当該年度分の都市計画税額が、当該宅地等の当該年度分の都市計画

税に係る前年度分の都市計画税の課税標準額に、当該宅地等に係る当該年度分の都市

計画税の課税標準となるべき価格（当該宅地等が当該年度分の都市計画税について法

第702条の３の規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該価格に同条に定める率

を乗じて得た額。以下この条において同じ。）に100分の５を乗じて得た額を加算し

た額（当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の３（第19項を除

く。）又は法附則第15条から第15条の３までの規定の適用を受ける宅地等であるとき

は、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該年度

第18条 宅地等に係る平成27年度から平成29年度までの各年度分の都市計画税の額は、

当該宅地等に係る当該年度分の都市計画税額が、当該宅地等の当該年度分の都市計画

税に係る前年度分の都市計画税の課税標準額に、当該宅地等に係る当該年度分の都市

計画税の課税標準となるべき価格（当該宅地等が当該年度分の都市計画税について法

第702条の３の規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該価格に同条に定める率

を乗じて得た額。以下この条において同じ。）に100分の５を乗じて得た額を加算し

た額（当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の３（第20項を除

く。）又は法附則第15条から第15条の３までの規定の適用を受ける宅地等であるとき

は、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該年度
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改正後 改正前 

分の都市計画税の課税標準となるべき額とした場合における都市計画税額（以下「宅

地等調整都市計画税額」という。）を超える場合には、当該宅地等調整都市計画税額

とする。 

分の都市計画税の課税標準となるべき額とした場合における都市計画税額（以下「宅

地等調整都市計画税額」という。）を超える場合には、当該宅地等調整都市計画税額

とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る平成27年度から平成29年度までの各年度

分の宅地等調整都市計画税額は、当該宅地等調整都市計画税額が、当該商業地等に係

る当該年度分の都市計画税の課税標準額となるべき価格に10分の６を乗じて得た額

（当該商業地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の３（第19項を除

く。）又は法附則第15条から第15条の３までの規定の適用を受ける商業地等であると

きは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該

年度分の都市計画税の課税標準となるべき額とした場合における都市計画税額を超え

る場合にあっては、前項の規定にかかわらず、当該都市計画税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る平成27年度から平成29年度までの各年度

分の宅地等調整都市計画税額は、当該宅地等調整都市計画税額が、当該商業地等に係

る当該年度分の都市計画税の課税標準額となるべき価格に10分の６を乗じて得た額

（当該商業地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の３（第20項を除

く。）又は法附則第15条から第15条の３までの規定の適用を受ける商業地等であると

きは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該

年度分の都市計画税の課税標準となるべき額とした場合における都市計画税額を超え

る場合にあっては、前項の規定にかかわらず、当該都市計画税額とする。 

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係る平成27年度から平成29年度までの各年度

分の宅地等調整都市計画税額は、当該宅地等調整都市計画税額が、当該宅地等に係る

当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき価格に10分の２を乗じて得た額（当該

宅地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の３（第19項を除く。）又は法

附則第15条から第15条の３までの規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該額に

これらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該年度分の都市計画

税の課税標準となるべき額とした場合における都市計画税額に満たない場合にあって

は、第１項の規定にかかわらず、当該都市計画税額とする。 

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係る平成27年度から平成29年度までの各年度

分の宅地等調整都市計画税額は、当該宅地等調整都市計画税額が、当該宅地等に係る

当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき価格に10分の２を乗じて得た額（当該

宅地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の３（第20項を除く。）又は法

附則第15条から第15条の３までの規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該額に

これらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該年度分の都市計画

税の課税標準となるべき額とした場合における都市計画税額に満たない場合にあって

は、第１項の規定にかかわらず、当該都市計画税額とする。 

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.6以上0.7以下のものに係る

平成27年度から平成29年度までの各年度分の都市計画税の額は、第１項の規定にかか

わらず、当該商業地等の当該年度分の都市計画税に係る前年度分の都市計画税の課税

標準額（当該商業地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の３（第19項を

除く。）又は法附則第15条から第15条の３までの規定の適用を受ける商業地等である

ときは、当該課税標準額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該商業地等

に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき額とした場合における都市計画

税額（以下「商業地等据置都市計画税額」という。）とする。 

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.6以上0.7以下のものに係る

平成27年度から平成29年度までの各年度分の都市計画税の額は、第１項の規定にかか

わらず、当該商業地等の当該年度分の都市計画税に係る前年度分の都市計画税の課税

標準額（当該商業地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の３（第20項を

除く。）又は法附則第15条から第15条の３までの規定の適用を受ける商業地等である

ときは、当該課税標準額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該商業地等

に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき額とした場合における都市計画

税額（以下「商業地等据置都市計画税額」という。）とする。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.7を超えるものに係る平成

27年度から平成29年度までの各年度分の都市計画税の額は、第１項の規定にかかわら

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.7を超えるものに係る平成

27年度から平成29年度までの各年度分の都市計画税の額は、第１項の規定にかかわら
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改正後 改正前 

ず、当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき価格に10分の

７を乗じて得た額（当該商業地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の３

（第19項を除く。）又は法附則第15条から第15条の３までの規定の適用を受ける商業

地等であるときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該商業地

等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき額とした場合における都市計

画税額（以下「商業地等調整都市計画税額」という。）とする。 

ず、当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき価格に10分の

７を乗じて得た額（当該商業地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の３

（第20項を除く。）又は法附則第15条から第15条の３までの規定の適用を受ける商業

地等であるときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該商業地

等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき額とした場合における都市計

画税額（以下「商業地等調整都市計画税額」という。）とする。 

（農地に対して課する平成27年度から平成29年度までの各年度分の都市計画税の特

例） 

（農地に対して課する平成27年度から平成29年度までの各年度分の都市計画税の特

例） 

第18条の３ 農地に係る平成27年度から平成29年度までの各年度分の都市計画税の額

は、当該農地に係る当該年度分の都市計画税額が、当該農地に係る当該年度分の都市

計画税に係る前年度分の都市計画税の課税標準額（当該農地が当該年度分の固定資産

税について法第349条の３（第19項を除く。）又は法附則第15条から第15条の３まで

の規定の適用を受ける農地であるときは、当該課税標準額にこれらの規定に定める率

を乗じて得た額）に、当該農地の当該年度の次の表の左欄に掲げる負担水準の区分に

応じ、同表の右欄に掲げる負担調整率を乗じて得た額を当該農地に係る当該年度分の

都市計画税の課税標準となるべき額とした場合における都市計画税額（以下「農地調

整都市計画税額」という。）を超える場合には、当該農地調整都市計画税額とする。 

第18条の３ 農地に係る平成27年度から平成29年度までの各年度分の都市計画税の額

は、当該農地に係る当該年度分の都市計画税額が、当該農地に係る当該年度分の都市

計画税に係る前年度分の都市計画税の課税標準額（当該農地が当該年度分の固定資産

税について法第349条の３（第20項を除く。）又は法附則第15条から第15条の３まで

の規定の適用を受ける農地であるときは、当該課税標準額にこれらの規定に定める率

を乗じて得た額）に、当該農地の当該年度の次の表の左欄に掲げる負担水準の区分に

応じ、同表の右欄に掲げる負担調整率を乗じて得た額を当該農地に係る当該年度分の

都市計画税の課税標準となるべき額とした場合における都市計画税額（以下「農地調

整都市計画税額」という。）を超える場合には、当該農地調整都市計画税額とする。

（略） （略） 

第18条の６ 市街化区域農地に係る平成27年度から平成29年度までの各年度分の都市計

画税の額は、附則第18条の４の規定により附則第６条の８の規定の例により算定した

当該市街化区域農地に係る当該年度分の都市計画税額が、当該市街化区域農地の当該

年度分の都市計画税に係る前年度分の都市計画税の課税標準額に、当該市街化区域農

地に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき価格の３分の２の額に100分

の５を乗じて得た額を加算した額（当該市街化区域農地が当該年度分の固定資産税に

ついて法第349条の３（第19項を除く。）又は法附則第15条から第15条の３までの規

定の適用を受ける市街化区域農地であるときは、当該額にこれらの規定に定める率を

乗じて得た額）を当該市街化区域農地に係る当該年度分の都市計画税の課税標準とな

第18条の６ 市街化区域農地に係る平成27年度から平成29年度までの各年度分の都市計

画税の額は、附則第18条の４の規定により附則第６条の８の規定の例により算定した

当該市街化区域農地に係る当該年度分の都市計画税額が、当該市街化区域農地の当該

年度分の都市計画税に係る前年度分の都市計画税の課税標準額に、当該市街化区域農

地に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき価格の３分の２の額に100分

の５を乗じて得た額を加算した額（当該市街化区域農地が当該年度分の固定資産税に

ついて法第349条の３（第20項を除く。）又は法附則第15条から第15条の３までの規

定の適用を受ける市街化区域農地であるときは、当該額にこれらの規定に定める率を

乗じて得た額）を当該市街化区域農地に係る当該年度分の都市計画税の課税標準とな
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改正後 改正前 

るべき額とした場合における都市計画税額（以下「市街化区域農地調整都市計画税

額」という。）を超える場合には、当該市街化区域農地調整都市計画税額とする。 

るべき額とした場合における都市計画税額（以下「市街化区域農地調整都市計画税

額」という。）を超える場合には、当該市街化区域農地調整都市計画税額とする。 

第18条の７ 前条の規定の適用を受ける市街化区域農地に係る平成27年度から平成29年

度までの各年度分の市街化区域農地調整都市計画税額は、当該市街化区域農地調整都

市計画税額が、当該市街化区域農地に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となる

べき価格の３分の２の額に10分の２を乗じて得た額（当該市街化区域農地が当該年度

分の固定資産税について法第349条の３（第19項を除く。）又は法附則第15条から第

15条の３までの規定の適用を受ける市街化区域農地であるときは、当該額にこれらの

規定に定める率を乗じて得た額）を当該市街化区域農地に係る当該年度分の都市計画

税の課税標準となるべき額とした場合における都市計画税額に満たない場合にあって

は、前条の規定にかかわらず、当該都市計画税額とする。 

第18条の７ 前条の規定の適用を受ける市街化区域農地に係る平成27年度から平成29年

度までの各年度分の市街化区域農地調整都市計画税額は、当該市街化区域農地調整都

市計画税額が、当該市街化区域農地に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となる

べき価格の３分の２の額に10分の２を乗じて得た額（当該市街化区域農地が当該年度

分の固定資産税について法第349条の３（第20項を除く。）又は法附則第15条から第

15条の３までの規定の適用を受ける市街化区域農地であるときは、当該額にこれらの

規定に定める率を乗じて得た額）を当該市街化区域農地に係る当該年度分の都市計画

税の課税標準となるべき額とした場合における都市計画税額に満たない場合にあって

は、前条の規定にかかわらず、当該都市計画税額とする。 
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○市税条例等の一部を改正する条例（平成２７年藤井寺市条例第２７号） 新旧対照表 

（第２条関係） 

改正後 改正前 

附 則 附 則 

（市たばこ税に関する経過措置） （市たばこ税に関する経過措置） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 前項の規定の適用がある場合における新条例第９６条第１項から第４項までの規定

の適用については、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞ

れ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

３ 前項の規定の適用がある場合における新条例第９６条第１項から第４項までの規定

の適用については、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞ

れ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第９６条第１項 施行規則第３４号の２様

式 

地方税法施行規則の一部

を改正する省令（平成２

７年総務省令第３８号）

による改正前の地方税法

施行規則（以下この節に

おいて「平成２７年改正

前の地方税法施行規則」

という。）第４８号の５

様式 

第９６条第２項 施行規則第３４号の２の

２様式 

平成２７年改正前の地方

税法施行規則第４８号の

６様式 

第９６条第３項 施行規則第３４号の２の

６様式 

平成２７年改正前の地方

税法施行規則第４８号の

９様式 

第９６条第４項 施行規則第３４号の２様

式又は第３４号の２の２

様式 

平成２７年改正前の地方

税法施行規則第４８号の

５様式又は第４８号の６

様式 

第９６条第１項 第３４号の２様式 地方税法施行規則の一部

を改正する省令（平成２

７年総務省令第３８号）

第１条の規定による改正

前の地方税法施行規則

（以下この節において

「平成２７年改正前の地

方税法施行規則」とい

う。）第４８号の５様式 

第９６条第２項 第３４号の２の２様式 平成２７年改正前の地方

税法施行規則第４８号の

６様式 

第９６条第３項 第３４号の２の６様式 平成２７年改正前の地方

税法施行規則第４８号の

９様式 

第９６条第４項 第３４号の２様式又は第

３４号の２の２様式 

平成２７年改正前の地方

税法施行規則第４８号の

５様式又は第４８号の６

様式 
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改正後 改正前 

４～６ （略） ４～６ （略） 

７ 第４項の規定により市たばこ税を課する場合においては、同項から前項までに規定

するもののほか、新条例第１０条、第９６条第４項及び第５項、第９８条の２並びに

第９９条の規定を適用する。この場合において、次の表の左欄に掲げる新条例の規定

中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

７ 第４項の規定により市たばこ税を課する場合においては、同項から前項までに規定

するもののほか、新条例第１０条、第９６条第４項及び第５項、第９８条の２並びに

第９９条の規定を適用する。この場合において、次の表の左欄に掲げる新条例の規定

中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

（略） 

第９８条の２第１項 第９６条第１項又は第２

項 

平成２７年改正条例附則

第５条第５項 

当該各項 同項 

（略） 

（略） 

第９８条の２ 第９６条第１項又は第２

項 

平成２７年改正条例附則

第５条第５項 

当該各項 同項 

（略） 

８・９ （略） ８・９ （略） 

１０ 第５項から第８項までの規定は、前項の規定により市たばこ税を課する場合につ

いて準用する。この場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

１０ 第５項から第８項までの規定は、前項の規定により市たばこ税を課する場合につ

いて準用する。この場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

（略） 

第７項の表以外の部分 第４項の 第９項の 

同項から前項まで 同項、第５項及び前項 

（略） 

第７項の表第９８条の２

第１項の項 

附則第５条第５項 附則第５条第１０項にお

いて準用する同条第５項 

（略） 

（略） 

第７項の表以外の部分 第４項 第９項 

から 、第５項及び 

（略） 

第７項の表第９８条の２

の項 

附則第５条第５項 附則第５条第１０項にお

いて準用する同条第５項 

（略） 

１１ （略） １１ （略） 

１２ 第５項から第８項までの規定は、前項の規定により市たばこ税を課する場合につ

いて準用する。この場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

１２ 第５項から第８項までの規定は、前項の規定により市たばこ税を課する場合につ

いて準用する。この場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

（略） （略） 
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改正後 改正前 

第７項の表以外の部分 第４項の 第１１項の 

同項から前項まで 同項、第５項及び前項 

（略） 

第７項の表第９８条の２

第１項の項 

附則第５条第５項 附則第５条第１２項にお

いて準用する同条第５項 

（略） 

第７項の表以外の部分 第４項 第１１項 

から 、第５項及び 

（略） 

第７項の表第９８条の２

の項 

附則第５条第５項 附則第５条第１２項にお

いて準用する同条第５項 

（略） 

１３ （略） １３ （略） 

１４ 第５項から第８項までの規定は、前項の規定により市たばこ税を課する場合につ

いて準用する。この場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

１４ 第５項から第８項までの規定は、前項の規定により市たばこ税を課する場合につ

いて準用する。この場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

（略） 

第７項の表以外の部分 第４項の 第１３項の 

同項から前項まで 同項、第５項及び前項 

（略） 

第７項の表第９８条の２

第１項の項 

附則第５条第５項 附則第５条第１４項にお

いて準用する同条第５項 

（略） 

（略） 

第７項の表以外の部分 第４項 第１３項 

から 、第５項及び 

（略） 

第７項の表第９８条の２

の項 

附則第５条第５項 附則第５条第１４項にお

いて準用する同条第５項 

（略） 


